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令令和和 77年年度度補補助助事事業業のの概概要要  

（（公公益益財財団団法法人人  日日本本海海法法会会））  

  

海海法法にに関関すするる調調査査研研究究事事業業  

日本海法会は、万国海法会の会員である国内海法会として、万国海法会等の国際機関や各国海法

会と連携してその目的の遂行に当たっている。 

本年度は、海法をめぐる国内外の最新動向、海法の理論と実務を探求し、その成果を海法会誌を

通して発表するとともに、ホテル・ニューオータニ東京において 2025年 5月 13日から 5月 17日

まで万国海法会東京国際会議とそれに関連する会合が行われ出席した。 

  

○特集 万国海法会東京国際会議 

・東京国際会議の概要 

・ＣＭＩと海事法の調和 

・海上運送の未来に向けた最新技術と経験 

・海事における脱炭素化と産業界の視点 

・CMI Lex Maritima（海事法に関する東京原則）の採択  

・困難なグローバル安全保障状況における敵対行為と詐 

 欺的活動への対抗 

・アジア太平洋地域の動向 

                       他 

 

 

○国際作業部会、常設委員会 

開催日：２０２５年５月１３日 

内容：裁判上の売買、脱炭素化、サイバーセキュリティ、自動運航船、海事条約の批准と普及、極域航行、可動式

オフショア再生ユニット、レックス・マリティマ、海上保険、濫用的アレストなどの国際作業部会が行われた。 

○セッションの開催 

 ２０２５年５月１４日：「将来の海事運送のための最新技術動向と経験」、「開示における脱炭素化に関する作業

部会の活動と産業界の見方の最新情報」、「困難なグローバル安全保障状況における敵対行為と詐欺的活動への対

抗」、「レックス・マリティマ―東京草案」 

 ２０２５年５月１５日：「アジア太平洋地域の動向」、「自動運航船」、「裁判上の船舶の売買の国際的効果に関す

る北京条約及びロッテルダム・ルールズの普及」、「衝突条約」、「国際油濁補償基金及び HNS基金の将来」 

 ２０２５年５月１６日：「浮体式オフショア再生可能エネルギーユニット（MORU）国際作業部会の最新情報」、「ア

カデミクス・セッション」 

 ２０２５年５月１７日：「レックス・マリティマ」、「海事法のデジタル・トランスフォーメーション」 

○万国海法会２０２５年総会及び執行評議会 

開催日：２０２５年５月１７日午後 

議題等：財務・会員関係、今後の国際会議・総会・セミナー、役員の選任等 

万万国国海海法法会会東東京京国国際際会会議議  
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万国海法会東京国際会議 
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令令和和 77年年度度補補助助事事業業のの概概要要  

（（公公益益社社団団法法人人  東東京京湾湾海海難難防防止止協協会会））  

 

１１  海海のの安安全全運運動動のの推推進進（（海海難難防防止止事事業業））  

（１） 令和 7年度海の安全運動実施計画に基づき、5つのキャンペーンを展開した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 海の安全運動推進連絡会議を 2回開催し、第 1回会議（令和 7年 10月開催）にキャンペ

ーンの進捗状況を確認し、第 2回会議（令和 8年 2月開催）に令和 8年度海の安全運動実

施計画を策定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）知名度の高い民間企業（赤城乳業㈱）のキャラクター記載の海難防止啓発グッズを配付し

て、啓発活動を実施した。 

 

 

 

 

救命胴衣着用体験 プレジャーボートに対する安全指導 

海の安全運動推進連絡会議開催状況① 海の安全運動推進連絡会議開催状況② 
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（４） 令和７年度海の安全運動の啓発活動で使用するリーフレット、グッズを作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

  リーフレット（三つ折り）     トートバック   ポスター（霧、台風事故ゼロキャンペーン） 

 

２２  令令和和 77年年度度  津津波波対対策策にに関関すするる検検討討会会  

（航行安全確保に関する事業） 

（１） 令和 7年 7月及び令和 7年 3月に、「令和 7年度 京浜港（横浜区・川崎区）の津波対策に

関する検討会」及び「令和 7 年度 横須賀港の津波対策に関する検討会」を開催し、津波

警報等が発表された場合の船舶の津波避難について検討を行い、アンケート調査で把握し

た関係者のニーズを踏まえて、周知啓発資料を作成するとともに、報告書を取りまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         【京浜港】              【横須賀港】 

 

 

（２） 作成した周知啓発資料 

① 津波対策リーフレット（津波対策チェックリスト） 

② 津波避難フローチャート 

③ 津波対策の講習資料 

④ 津波対策マニュアル作成時の留意事項 
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（３） 周知啓発資料のイメージ（抜粋） 

① 津波対策リーフレット（津波対策チェックリスト）＊京浜港の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 津波避難フローチャート 

              （京浜港（横浜区・川崎区））           

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   （横須賀港） 

写真提供「東北地方整備局 伝承館」

京浜港船舶津波対策協議会

第三管区海上保安本部
（公社）東京湾海難防止協会

【監修】第三管区海上保安本部　横浜海上保安部　【刊行】（公社）東京湾海難防止協会問合せ先 横浜海上保安部　045-201-8180 川崎海上保安署　044-266-0118

着岸船

着岸船以外

●m ●m ●m 津波注意報レベル大津波警報レベル 津波警報レベル

津津波波対対策策チチェェッッククリリスストト ＜＜京京浜浜港港((横横浜浜区区・・川川崎崎区区))＞＞ 【【令令和和88年年55月月刊刊行行】】

危険物積載船舶 一般船舶（荷役・作業船含む）

無し

有り

無し

有り

津波注意報 ー

巨大地震
警戒

巨大地震
注意

南海トラフ
地震

臨時情報

〇津波の来襲に備え、直ちに出港できるよう避難準備を行うこと
〇南海トラフ地震に関する情報の入手に努めること
〇避難に必要な支援を受けられないことが予想される場合は、自主的に安全な海域へ避難すること

〇南海トラフ地震に関する情報の入手に努めること
〇連絡系統、避難方法、避難海域の確認を行うこと

津波警報等
の種類

津波来襲
までの

時間的余裕

大型・中型船（漁船を含む）

大津波警報

津波警報

　　　　　　　　　　　〇荷役・作業中止　　〇係留避泊又は陸上避難

　　　　　　　　　　　〇荷役・作業中止　　〇港外退避

　　　　　　　　　　　〇荷役・作業中止　　〇係留避泊又は陸上避難

　　　　　　　　　　　〇荷役・作業中止　　〇港外退避

　　　　　　　　　　　〇荷役・作業中止　　〇係留避泊又は港外退避

無し
〇荷役・作業中止
〇港内避泊

〇港内避泊
〇工事・作業中止
〇陸上避難

有り
〇荷役・作業中止
〇港外退避

〇港外退避
〇工事・作業中止
〇港外退避又は流出防止措置

無し
〇荷役・作業中止
〇港内避泊

〇港内避泊
〇工事・作業中止
〇陸上避難

有り
〇荷役・作業中止
〇港外退避

〇港外退避
〇工事・作業中止
〇港外退避又は流出防止措置

津波注意報 ー
〇荷役・作業中止
〇港内避泊
（場合により港外退避）

〇港外退避
〇工事・作業中止
〇港外退避又は流出防止措置

南海トラフ地震
臨時情報

備　考

津波警報等
の種類

津波来襲
までの

時間的余裕

大津波警報

津波警報

航路付近、海洋施設等に近い場所又は浅海域に【錨泊中の船舶】は、時間的に余裕がある場合は、
水深が深く、広い場所に移動する。

錨泊船、浮標係留船
航行船

【大型、中型船(漁船含)】
（着離岸作業時を含む）

工事作業中
【工事・作業船等】

(作業台船及び起重機船含む)

港内着岸船に同じ

所要時間

① 荷役設備の連結解除 ●分

② エンジン、スラスター起動 ●分

③ 離岸作業 ●分

④ 港界までの時間 ●分

⑤ 避難予定海域までの時間 ●分

A 【離岸までの所要時間】 ▲分（①～③）

B 【港界までの所要時間】 ■分（①～④）

C 【避難予定海域までの所要時間】 ◎分（①～⑤）

D 【津波到達までの予想時間】 ★分

【前提事項】
＊最小運航要員は在船
　➡ 最小運航要員に満たない場合は、要員の参集時間を加える
＊ ①、②は、できるだけ併行して実施

【時間の積算について】
＊通常利用する港、岸壁・係留施設について予め積算しておく
　➡ タグ、水先人、係留施設等の支援の有無別に積算
　➡ 荷役設備連結解除は、非常電源、緊急離脱装置の有無別に積算
＊運航形態、船種等、個別の必要時間がある場合は、別途時間を積算

【緊急離桟の判断】
＊A～Cの所要時間(△□◎)と津波到達までの予想時間(★)を比較し
　離桟の可否を判断

所要時間積算項目 備　　考

京浜港(横浜区・川崎区)の津波対策
京浜港(横浜区・川崎区)における津波対策に関する合同機関
との合同指針 (R7.9改訂）【京浜港船舶津波対策協議会】

横浜海上保安部ホームページ

【横浜海上保安部】

特定港の津波対策（第三管区海上保安本部管轄内）
京浜港(東京区)、千葉港、木更津港、横須賀港、鹿島港、
日立港、清水港、田子の浦港【各港協議会等】

津波対策チェックリスト
＜京浜港 (横浜区・川崎区)＞【東京湾海難防止協会】

＊ダウンロードして両面印刷・三折りで使用して下さい。

津波警報等発表時は「陸上避難、係留避泊、港外退避(緊急離桟)」
の各チェックリストを参照して下さい。

出港準備 出港準備を完了させる　（例：直ちに離桟可能な体制、乗組員は船内待機等）

情報収集、情報連絡 津波警報等の発表に備え、情報収集、情報連絡体制を維持（24時間体制）

タグ・水先人・係留施設等との調整 緊急離桟に備え、船舶事業者、タグ・水先人、係留施設等との事前調整を実施

出港支援が受けられない場合の対応 タグ・水先人、係留施設等の支援が受けられない場合の離桟方法を平素から検討

避難予定海域の状況把握、選定
錨泊船情報（東京湾海上交通センターホームページ）で東京湾内の避難予定海域の状況を
把握し、避難予定海域を選定。海域が輻輳する場合は、湾外への自主避難を検討

関係者との事前協議
南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）発表時の対応について、事前に関係者と協議
（協議先の例：船舶事業者、タグ・水先人、係留・荷役施設の管理者等）

船
舶
乗
組
員
・
船
舶
事
業
者
等

横浜港津波アニメーション
＜南海トラフ地震ケース①＞（津波進入時）
【海上保安庁海洋情報部】

川崎港の予想流速
＜南海トラフ地震ケース①＞（津波進入時）
【海上保安庁海洋情報部】

横浜港の予想流速
＜南海トラフ地震ケース①＞（津波進入時）
【海上保安庁海洋情報部】

川崎港の津波経時変化
＜南海トラフ地震ケース①＞（津波進入時）
【海上保安庁海洋情報部】

横浜港の津波経時変化
＜南海トラフ地震ケース①＞（津波進入時）
【海上保安庁海洋情報部】

市町村別津波高・津波到達時間
<地震モデル検討会公表データ抜粋＞
（令和7年公表）【内閣府】

川崎港津波アニメーション
＜南海トラフ地震ケース①＞（津波進入時）
【海上保安庁海洋情報部】

「南海トラフ地震 -その時の備え-」
　～知ることであなたと大切な人の命を守る～
（令和7年8月発行）【内閣府、気象庁】

津波到達時間
平均水位 最高水位 ＋1m

「駿河湾～紀伊半島沖」【ケース①】 3m 3m 63分
「駿河湾～愛知県東部沖」・「三重県
南部沖～徳島県沖」【ケース⑧】 2m 3m 64分

相模トラフ沿いの
海溝型地震

相模トラフ沿い
（元禄関東地震タイプの地震を想定） 3m 4m 34分

第1波到達84分
最大波到達172分

「駿河湾～紀伊半島沖」【ケース①】 3m 3m 79分
「駿河湾～愛知県東部沖」・「三重県
南部沖～徳島県沖」【ケース⑧】 3m 3m 81分

相模トラフ沿いの
海溝型地震

相模トラフ沿い
（元禄関東地震タイプの地震を想定） 4m 4m 41分

東日本大震災 三陸沖（牡鹿半島東南東）
東
京
湾

都心南部直下地震 東京都心の直下（陸域） データなし

データなし

川
崎
市
川
崎
区

南海トラフ地震

備　　考震源地

「掲載データ」
・首都直下地震モデル検討会公表データ（令和7年）
・南海トラフ巨大地震モデル検討会公表データ（令和7年）
「津波高さ」（標高） 　*地殻変動を考慮
・沖合30m地点の津波水位の最大値（平均水面からの高さ）
「津波到達時間」の水位上昇（＋●m）
「＋●m」は平常潮位（津波がなかった場合の潮位）からの高さ
「今後30年以内の地震の発生確率」
・南海トラフ地震は「60～90%程度以上」又は「20～50%」
・都心南部直下地震は「70%程度」
・相模トラフ沿いの海溝型地震は「ほぼ0～6%」
「南海トラフ地震」
南海トラフ地震については震源地別に⑪パターンのケースを検討
（本資料では次の２つのケースのデータを掲載）
・ケース①　震源地が関東地方に最も近い(基本的な検討ケース）
・ケース⑧　最も津波高が高い（派生的な検討ケース）1m（東京湾内）

場
所 地震別

津波高さ

横
浜
市
中
区

南海トラフ地震

東日本大震災
＊観測潮位解析データ

三陸沖（牡鹿半島東南東） 0.82m
 (第1波)

1.55m
(最大波)

南海トラフ地震 臨時情報防災対応ガイドライン
＜概要版＞
（令和77年88月改訂）【内閣府】

発表中の津波警報等
～大津波警報、津波警報、津波注意報、津波予報～
【気象庁】

船舶運航事業者における津波避難マニュアル作成
の手引き(「強制水先対象船」が検討すべき事項を含む。)
（平成2266年33月公開）【国土交通省】

地震津波の監視体制と緊急地震速報・津波警報等
～地震と津波（その監視と防災情報）～
【気象庁】

船舶津波避難マニュアル
＜簡易マニュアル様式＞
（平成2277年66月公開）【国土交通省】

東京湾における海上交通管制の一元化
～非常災害発生時における新たな制度を含む～
（平成30年1月31日運用開始）【第三管区海上保安本部】

津波対応シート
＜貨物船用＞
（平成2288年77月公開）【国土交通省】

海の安全情報
～緊急情報、海の事故情報等を日本語・英語で提供～
（令和7年1月20日更新）【海上保安庁海洋情報部】

あり

このフローチャートは、京浜港船舶津波対策協議会が策定した「津波に対する船舶対応要領一覧表」に基づき、津波
警報等が発表された場合の「着岸中の船舶」（小型船を除く。）の津波避難を想定して作成したサンプル版です。
利用する岸壁や船種・船型、それぞれの事業者・船舶が作成したマニュアルの内容等により対応が異なりますので、
フローチャートの作成にあたっては、個別事情を十分に考慮して下さい。

地震発生

＜津波避難フローチャート（横浜港・川崎港）＞ 【サンプル版】 監修 ： 第三管区海上保安本部

津波警報 津波注意報

津波来襲までに港外に避難する時間的余裕があるか？

タグ・水先人の支援なしで離桟できるか？

【強制水先対象船以外の船舶を含む全ての船舶が検討】

港外退避

陸上避難

陸上避難場所に避難できるか？

できない

係留避泊

できる

荷役・作業中止 荷役・作業中止

係留避泊港外退避

大津波警報

①「タグ・水先人の操船支援を受けられないことも想定
し、港外避難を行う体制を定める」【35ページ】

②「タグ・水先人の支援を得られないことを想定した、
出港操船手順を事前に検討」【36ページ】

「船舶運航事業者における津波避難マニュアル作成の手引き」
＜津波発生時の船舶避難態勢の改善に向けた検討会＞

【国土交通省海事局】（平成26年3月策定）

引波の影響で離桟困難な場合
係留避泊又は陸上避難も検討

陸上避難又は係留避泊
（係留限界等を勘案し

原則として船長判断）

港外退避又は係留避泊（原則として船長判断）

（※※注）状況によっては、タグ・水先人の支援なしの離桟（緊急避難）も想定されることから、操船支援の有無に応じた体制を検討しておくこと。

できる

なし

できる

（※※注） タグ・水先人を確保することができるか？できない

できない
強制水先対象船は、可能な
場合はタグ・水先人を確保
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③ 津波対策の講習資料の内容 ＊京浜港（横浜区・川崎区）の例 

 

 

 

 

あり

地震発生

津波警報 津波注意報

津波来襲までに港外に避難する時間的余裕があるか？

港外退避 係留避泊

陸上避難場所に避難できるか？

できない

陸上避難

できる

なし

荷役・作業中止

①「タグ・水先人の操船支援を受けられないことも想定
し、港外避難を行う体制を定める」【35ページ】

②「タグ・水先人の支援を得られないことを想定した、
出港操船手順を事前に検討」【36ページ】

「船舶運航事業者における津波避難マニュアル作成の手引き」
＜津波発生時の船舶避難態勢の改善に向けた検討会＞

【国土交通省海事局】（平成26年3月策定）

係留避泊港外退避

大津波警報

引波の影響で離桟困難な場合
係留避泊又は陸上避難も検討

陸上避難又は係留避泊
（係留限界等を勘案し
原則として船長判断）

危険物
積載船舶

危険物積載
船舶以外

港外退避又は係留避泊
（原則として船長判断）

荷役・作業中止

大津波警報津波警報 津波警報

危険物
積載船舶

危険物積載
船舶以外

港外退避又は係留避泊
（係留限界等を勘案し
原則として船長判断）

（※※注）状況によっては、タグ・水先人の支援なしの離桟（緊急避難）も想定されることから、操船支援の有無に応じた体制を検討しておくこと。

タグ・水先人を確保できるか？

できる

できない

大津波警報

＜津波避難フローチャート（横須賀港）＞ 【サンプル版】 監修 ： 第三管区海上保安本部

このフローチャートは、横須賀地区海上災害等対策協議会が策定した「地震・津波に対する船舶対応要領一覧表」に
基づき、津波警報等が発表された場合の「着岸中の船舶」（小型船を除く。）の津波避難を想定して作成したサンプ
ル版です。利用する岸壁や船種・船型、それぞれの事業者・船舶が作成したマニュアルの内容等により対応が異なり
ますので、フローチャートの作成にあたっては、個別事情を十分に考慮して下さい。

タグ・水先人の支援なしで離桟できるか？

【強制水先対象船以外の船舶を含む全ての船舶が検討】
（※※注）

できないできる

強制水先対象船は、可能な
場合はタグ・水先人を確保
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令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要  
（（公公益益社社団団法法人人  神神戸戸海海難難防防止止研研究究会会））  

  
１１  海海難難防防止止にに関関すするる事事業業  
⑴  海難防止強調運動の実施 

   近畿・四国地方海難防止強調運動推進連絡会議を開催し、民間団体及び関係行政機関が緊

密に連携して、海難防止に関する意識の向上等、海難防止対策を推進すべく、令和７年度近

畿・四国地方海の事故ゼロキャンペーン実施計画を策定するとともに、周知啓発グッズ（ウ

ェットティッシュ）及びリーフレット等を作成し、近畿・四国地方海難防止強調運動推進連

絡会議構成員等に配布するなどして、海難防止強調運動を展開した。 
 

近畿・四国地方海難防止強調運動推進連絡会議開催状況 
 
 

 
 
 
 
 
 

周知啓発グッズ配布状況 
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 ⑵ 講習会の開催 

   毎月１回（6、8，12月を除く）、会員及び一般市民を対象に月例会と称する海難防止等

に係る講習会を開催した。 

 

   令和 7年 10月 第 12回地域部会兼第 121回月例会             令和 7年 9月 第 120回月例会 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
２２  海海難難にに関関すするる事事項項をを研研究究すするる事事業業  

  有識者等による委員会を設置し、委員会を計５回、検討部会を２回開催して、「南海トラフ

地震臨時情報発表時における対応状況の検証と課題に関する調査研究」及び「大阪港新島周辺

海域の新たな船舶交通環境の構築に関する調査研究」を行った。 

委員会開催状況 
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令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要
（（公公益益社社団団法法人人 西西部部海海難難防防止止協協会会））

１１．．船船舶舶航航行行安安全全にに関関すするる調調査査研研究究事事業業

２２．．海海難難防防止止にに関関すするる運運動動のの推推進進、、周周知知、、啓啓発発及及びび教教育育指指導導事事業業
①①「「海海難難防防止止強強調調運運動動推推進進連連絡絡会会議議」」
全国海難防止強調運動における運動方針を受け、西日本、南九州及び沖縄地区の推進

連絡会議を開催した。

②② 海海難難防防止止啓啓発発活活動動
海難防止を啓発するポスター及び関連するグッズを作成し、啓発活動を支援し、海事思

想の普及を図り、海難防止活動を推進した。

沖沖縄縄県県周周辺辺海海域域ににおおけけるる船船舶舶海海難難（（船船舶舶事事故故））のの
特特徴徴とと事事故故防防止止にに関関すするる調調査査研研究究
沖縄県周辺海域における特徴的な航行環境下での

船舶事故の傾向とその事故防止策について委員会を
開催し調査した。港湾や通航路帯周辺のさんご礁へ
の乗揚げや、強風時に港内での衝突事故が多発して
いる現状が抽出され、船舶運航者に対する注意喚起
や情報入手の一助となる事故防止情報資料を作成す
るとともに、事故防止策の周知方法について提言し、
沖縄県周辺海域を航行する船舶の安全に寄与した。

第第１１回回委委員員会会 船船舶舶事事故故防防止止情情報報資資料料例例
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③③ 西西海海防防セセミミナナーー
海事関係者及び一般市民への海への理解を深めるため、海難防止、海上交通の安全に係

る事項をはじめ海に係る様々なテーマによる「西海防セミナー」を開催しており、７年度
は「帝国の玄関（門司港の形成）」及び「響く、放送のデザイン～気象変動と暮らし～」

  をテーマに取り上げたセミナーを北九州市と福岡市で開催した。

④④ 会会報報のの発発行行
海難防止に関する啓発活動のため、当協会が取り組んでいる各種活動及び海難防止に役立

つ情報を掲載した会報を発行した。
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令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要  

（（公公益益社社団団法法人人  伊伊勢勢湾湾海海難難防防止止協協会会））  

 

１１  調調査査研研究究事事業業  （事業名：令和７年度 外国船舶の航行安全対策に関する調査研究） 

平成 25年度に実施した同調査研究では、伊勢湾、三河湾及

び、湾内４特定港（名古屋港・四日市港・衣浦港・三河港）の

航行安全情報を整理し、「伊勢湾・三河湾海上交通安全情報

図」（日本語・英語・中国語・韓国語）として公表している。

海上交通安全情報図の作成公表から 10年が経過。伊勢湾、三

河湾、各特定港における航行環境が変化し、自然災害（台風・

地震津波）に対応した船舶事故防止への対策強化が図られて

いることから、最新の航行安全情報について調査し、調査結

果に基づき、海上交通安全情報図の更新（改訂）を行った。改

訂版については、印刷物、会報、協会 HP等により広く利活用

を図ることとしている。 

 

２２  周周知知宣宣伝伝事事業業  

 （1）海難防止活動 

    海難防止強調運動推進東海地方連絡会議（構成員：41団体機関）を主催し、海の事故ゼ

ロキャンペーン（7/16～7/31）を推進した。 同キャンペーン活動では、メディアを活用し

た周知活動、集客施設での広報活動、イベントでの啓発活動、海上安全教室、安全パトロ

ール等、各地区において積極的に展開した。 

    また、霧海難ゼロキャンペーンについては、19年に及ぶ活動の中、視界不良時の海難発

件数は低減し、令和元年以降は０件となるなど、⼀定の施策効果があると判断されたこと
から、令和６年度で終了した。なお、令和７年度からは、春先から梅雨期にかけての伊勢

湾三河湾は、霧の多発期であることから、リーフレット等を活用した霧海難防止に係る啓

発活動に取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）会報の発行 

     当協会の事業活動（調査研究事業・

海難防止活動等）を会員等に広く周知

し、海上交通の安全確保に寄与するこ

とを目的として、年２回、会報「伊勢

海報」を発行している。 

令和７年度は４月に 143号、10月に

144号を発行した。 

 

【記載内容の一例】 

（伊勢湾における自主規制航路図） 

【霧海難ゼロリーフレット】 【キャンペーンポスター】 【海の事故ゼロキャンペーン活動の一例】 
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令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要  

((公公益益社社団団法法人人  日日本本海海海海難難防防止止協協会会))  

  

１１．．船船舶舶交交通通のの安安全全対対策策にに関関すするる調調査査研研究究事事業業  

近年の海上の安全を取り巻く環境は、台風等の自然災害の激甚化や頻発化に加え、

地球温暖化対策としてのＬＮＧや水素等次世代エネルギーの船舶燃料への活用、洋

上風力等の再生可能エネルギーの利用促進のほか、観光立国に向けての大型クルー

ズ客船の寄港拡大等、大きな変化を遂げている。今後、新潟港においても洋上風力

発電施設の建設に伴う作業船舶や大型クルーズ客船の増加が予想され、船舶の航行

環境は大きく変化することが懸念される。 

このような状況を踏まえ、新潟港における港湾の現況等を整理するとともに、周

辺海域及び港湾における航行環境の変化を調査し、航行安全に係る課題等を検討す

る調査研究を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２．．海海難難防防止止にに関関すするる周周知知宣宣伝伝事事業業  

海難防止思想の普及・高揚に関するグッズ等の作成、配布を行うとともに地方海

難防止強調運動推進連絡会議を開催し、関係機関と連携して海難に対する意識を高

め、事故の未然防止に繋げている。 

また、当協会の業務や海難防止に関する連絡事項などを掲載した会報を年３回発

行し、海難防止や海上交通安全への関心を高めることができた。 

 

 

 

 

 

【調査報告書】 

【委員会開催】 

まえがき 

この報告書は、令和７年度に公益財

団法人日本海事センターからの補助金

を受けて実施した、海難防止に関する

調査研究事業の「日本海主要港湾にお

ける船舶交通の安全対策に関する調査

研究（新潟港)」を取りまとめたもので

ある。 

令和８年３月 

公益社団法人日本海海難防止協会 

【 会報 年３回発行 】 

日本海海難防止協会ＨＰ参照 

https://nikkaikb.com/ 

【 海難防止事業 】 【 啓発用グッズ 】 
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令令和和 77年年度度補補助助事事業業のの概概要要  

（（公公益益社社団団法法人人  瀬瀬戸戸内内海海海海上上安安全全協協会会））  

  

海海域域別別海海難難防防止止事事業業((海海上上交交通通安安全全調調査査研研究究事事業業))  

 備讃瀬戸海域に関係する荷主、船主、水先人・船長等海運側ステークホルダーと航路付

近を主な漁場として活動している漁業協同組合、こませ網漁業関連団体、漁業従事者等水

産側ステークホルダー、学識経験者、第六管区海上保安本部等関係行政機関、地方自治体

等が一堂に会し、連携して安全対策の共創と相互理解の促進に向けた活動を通じた同海域

の現状を把握するための官民一体の事業「海上交通安全調査研究事業」を実施した。 

 また、今年度は、「こませブックレット」を作製し関係者に配布した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調調査査状状況況  

ここまませせ網網漁漁船船体体験験乗乗船船調調査査 

乗乗船船中中ののフフェェリリーー（（ドドロローーンンでで撮撮影影））  意意見見交交換換会会  
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第第 2288回回備備讃讃瀬瀬戸戸交交通通安安全全調調査査委委員員会会 

第第 2299回回備備讃讃瀬瀬戸戸交交通通安安全全調調査査委委員員会会出出席席者者のの備備讃讃瀬瀬戸戸海海上上交交通通セセンンタターー見見学学 

ここまませせブブッッククレレッットト（（成成果果品品）） 
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ヘリコプター内での応急処置

　　　　　　

令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要

  洋上にある船舶内で、緊急に医師による医療措置を必要とする傷病者が発生した場合、医師等

が同乗する海上保安庁の船艇・航空機又は自衛隊航空機を現場に急行させ、傷病者に対する応急

処置を施しつつ、最寄りの病院まで緊急搬送する洋上救急活動を実施した。

　併せて、こうした洋上救急活動に出動する可能性のある医師等を対象とした慣熟訓練を実施した。

洋洋上上救救急急事事業業

　　　　累計出動回数1,022件の発生海域

　　　　救急車への傷病者移送作業

成果物の「洋上救急マニュアル」

　　　　「洋上救急の概要パンフレット」

((公公益益社社団団法法人人  日日本本水水難難救救済済会会））

　また、洋上救急を円滑に実施するため、作業手順書等を取りまとめた「洋上救急マニュアル」を

く配布し、洋上救急事業の周知を図った。

救急の概要」を作成し、船主・海員団体、代理店、協力医療機関、関係法人、関係官庁などへ幅広

作成し、関係先へ配布したほか、洋上救急体制、同仕組み等の概要を記載したパンフレット「洋上

　さらに、Ｘへの投稿や、メディアを通じた実動及び訓練に関する広報を積極的に実施した。

　なお、令和７年度の洋上救急出動件数は16件（16名）で、昭和60年10月洋上救急制度発足以来の

累計出動件数は1,022件、救助人数1,055名となっている。
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令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要  

（（公公益益財財団団法法人人  海海難難審審判判・・船船舶舶事事故故調調査査協協会会））  

 

１１．．海海難難審審判判等等相相談談事事業業  

  全国９箇所の相談所において、海難審判や運輸安全委員会の事故調査を受ける船員等か

らの一切の相談に、経験豊富な相談員が無料で応じるもの。 

また、事業の周知・啓発のため、ノベルティグッズ（レザー調付箋紙）やチラシを配布

するとともに、国土交通省運輸安全委員会と連携し、ボートフェアやヨットショー来場者

に船舶の安全運航のための情報を提供した。 

 

 

 

 

  

  

２２．．船船舶舶事事故故事事例例調調査査研研究究事事業業  

  一つの船舶事故（海難）について、原因究明や再発防止策等を取りまとめる行政機関及

び司法機関による最終判断を比較整理、研究するもの。 

  本編として５件、二元比較編として 20件を研究し、類似事例、解説などを加え、「船

舶事故事例集（令和７年度版）」として刊行し、船社、海事関係団体、弁護士等に提供し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

一つの船舶事故 

  

ノベルティグッズ（レザー調付箋紙） ヨットショーでの周知・啓発活動 

運運輸輸安安全全委委員員会会  

・調査報告書 

・原因と再発防止策 
海海難難審審判判所所  

・裁決書 

・懲戒原因 
裁裁  判判  所所  

・裁決取消訴訟判決書 

・刑事判決書 

・民事和解  等 
＋海難統計  
＋類似事例  
＋解   説  

 
海難事故の相談は無料 

    公益財団法人 
    海難審判・船舶事故調査協会 

https://www.maia.or.jp/ 
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令令和和７７年年度度補補助助事事業業のの概概要要  

((公公益益財財団団法法人人  海海上上保保安安協協会会))  

 

海海上上保保安安活活動動のの普普及及啓啓発発事事業業  

 海上保安庁音楽隊と協働し、音楽隊の地方演奏会、定期演奏会等の演奏活動やインターネット

を活用したオンラインでの定期演奏会のライブ配信、演奏楽曲の配信を通じて、若年層を中心と

した国民各層に対し海事・海上保安の重要性について理解を深めてもらうため、航行の安全確保、

海難防止、海洋環境保全等海上保安活動及び海事思想の普及啓発を図った。 

（（１１））海海上上保保安安庁庁音音楽楽隊隊ココンンササーートト iinn  KKAANNAAZZAAWWAA  KKIIDD’’SS  FFEESS  22002255  

金沢港クルーズターミナル（石川県金沢市）において令和７年９月 23日に開催された次世

代を担う子どもたちを対象としたイベント「KANAZAWA KID’S FES 2025」（来場者８千人）に

海上保安庁音楽隊が参加し、午前、午後の２回、ステージコンサートを開催した。 

   地元の金沢市立港中学校吹奏楽部との総勢 60 人による合同演奏や、中学生とのソロ演奏

を披露し、演奏活動を通じて、同校の生徒や保護者、地元の学校関係者などに海上保安庁を

身近に感じてもらうとともに、海上保安庁 SNSの二次元バーコードや自己救命策の３つの基

本を掲載したプログラムを配布し、海の緊急通報用電話番号「118番」、海難防止や航行の安

全確保等海上保安活動の啓発を図った。また、海上交通の安全を支える「海の管制官」募集

など人材確保に係る活動も合わせて実施した。 

 

  

（（２２））海海ののももししももはは！！ワワククワワクク海海上上保保安安ままつつりりににおおけけるる海海上上保保安安庁庁音音楽楽隊隊ココンンササーートト  

   「海のもしもは！ワクワク海上保安まつり」が令和７年９月 20日、海上保安庁横浜海上防

災基地において開催され、海上保安庁音楽隊が午前、午後の２回、コンサートを開催した。 

【金沢市立港中学校との合同演奏やソロ演奏を実施】 

【「海の管制官」募集など人材募集活動も実施】 

【海上保安庁 SNSを掲載したプログラムを配布】 
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寄港中の海上保安大学校練習船「いつくしま」において行われたオープンキャンパスに参

加した若年者とその保護者など来場者 1,900人に、コンサートの司会を務めた若手海上保安

官と音楽隊員が現場での体験談などを交え、海の緊急通報用電話番号「118 番」、海難防止、

航行の安全確保等海上保安活動について分かりやすく周知を行った。 

 

 

 

 

 

 

（（３３））海海上上保保安安庁庁音音楽楽隊隊第第 3311回回定定期期演演奏奏会会  

令和７年 10月 27日、東京芸術劇場（東京都豊島区）において「海上保安庁音楽隊第 31

回定期演奏会」が開催され、各国大使をはじめ約 1,300人を超える来場者やライブ配信の視

聴者に、映画音楽など親しみやすい楽曲の演奏を届けた。 

演奏会場とオンラインを活用し、国民各層に、業務経験のある副隊長らの実演により海上

交通の安全確保を図る「海の管制官」の業務紹介を行うとともに、（公社）日本水難救済会

「青い羽根募金」、（公社）日本海難防止協会「全国海難防止強調運動」と連携した海難防止

の取り組みなど、海上保安活動への理解促進や海事思想の普及を 

図った。 

（（４４））イインンタターーネネッットトをを活活用用ししたた演演奏奏動動画画のの配配信信  

  若年層を中心に、海上保安活動及び海事思想の

普及啓発を図るため、インターネット（海上保安

庁公式 YouTube）を活用し、令和８年１月 23日か

ら２月 27日まで、第 31回定期演奏会で演奏した

楽曲６曲の演奏動画を配信した。 

  配信の周知にあたっては、オンライン（海上保

安庁公式Ｘ）を活用した。 

【海上保安庁公式 YouTube】 

https://www.youtube.com/channel/ 

UC3yxhEkCZKaDa-SdzaWECaQ 

【「いつくしま」接岸岸壁で行われたコンサート】 【音楽隊員らが体験談を交え、海上保安活動を紹介】 

【第 1部クラシカルなステージ】 【「海の管制官」の業務を紹介】 【「青い羽根募金」を実施】 

【演奏動画の配信をＸで周知】 
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